
社会保険未加入対策推進北海道地方協議会規約 
 
（名称） 

第１条 本協議会は、社会保険未加入対策推進北海道地方協議会（以下「北海道

地方協議会」という。）という。 

 

（目的） 

第２条 北海道地方協議会は、工事現場の生産で要となる技能労働者の雇用改善

及び企業間の健全な競争環境の整備の実現に向け、建設業における社会保険

未加入対策について関係者の取組状況の情報共有等を行うことにより、北海

道ブロックの元請企業・下請企業・建設労働者・行政といった関係者が一体

となって、社会保険加入の徹底をきめ細かく推進することを目的とする。 

 

（活動内容） 

第３条 北海道地方協議会は、前条の目的を達成するため、次の活動を行う。 

一 社会保険未加入対策に関する関係者の取組状況の情報共有及び意見交換 

二 社会保険加入の徹底に向けた周知及び啓発 

三 その他北海道地方協議会の目的を達成するために必要な活動 

 

（構成員） 

第４条 北海道地方協議会は、次に掲げる構成員をもって組織する。 

一 別表に掲げる団体 

二 北海道 

三 北海道厚生局 

四 北海道労働局 

五 日本年金機構北海道ブロック本部 

六 北海道開発局 

２ 新たに構成員となろうとする者は、次条に規定する会長の承認を得て構成員

となる。 

 

（会長等） 

第５条 北海道地方協議会に会長及び会長代行を置く。 

２ 会長は、北海道開発局事業振興部長をもって充て、議事を整理する。 

３ 会長代行は、北海道開発局事業振興部調整官をもって充て、会長を補佐し、

会長に事故があるとき又は会長から委任を受けたときは、その職務を代行す

る。 

資 料 １ 



４ 会長及び会長代行の任期は３年とする。ただし、再任は妨げない。 

 

（北海道地方協議会の招集） 

第６条 北海道地方協議会の招集は、会長が行う。 

２ 北海道地方協議会は、年１回以上開催する。 

 

（ワーキンググループ） 

第７条 北海道地方協議会の円滑な運営に資するため、北海道地方協議会にワー

キンググループを置く。 

２ ワーキンググループは、第４条第１項に掲げる構成員のうち、会長が指定し

たものにより組織する。 

３ ワーキンググループは、必要があると認めるときは、前項に掲げた者以外の

者の出席を求めることができる。 

４ ワーキンググループに関して必要な事項は、ワーキンググループにおいて定

める。 

 

（事務局） 

第８条 北海道地方協議会の事務は、北海道開発局事業振興部建設産業課が行う。 

 

（雑則） 

第９条 本規約に定めるもののほか、北海道地方協議会の運営に必要な事項は、

会長が定める。 

２ 北海道地方協議会開催に係る諸謝金等の支払いについては、行わない。 

 

附 則 

この規約は、平成２４年８月１日より施行する。 



別　表

平成２８年２月１８日現在

社会保険未加入対策推進北海道地方協議会参加団体等一覧表
（建設業関係登録団体：４０団体、建設業に関係する団体：３団体、北海道知事届出建設業者団体等：７団体、

主要民間発注者（オブザーバー）：３団体）

（★については、社会保険未加入対策推進北海道地方協議会ワーキンググループメンバー）

【建設業関係登録団体】

★ 一般社団法人北海道建設業協会

★ 一般社団法人日本建設業連合会北海道支部

一般社団法人日本運動施設建設業協会東北・北海道支部

一般社団法人日本海上起重技術協会北海道支部

一般社団法人日本造園建設業協会北海道総支部

一般社団法人日本造園組合連合会北海道総支部

一般社団法人日本道路建設業協会北海道支部

★ 一般社団法人日本型枠工事業協会北海道支部

一般社団法人北海道鳶土木工業連合会

★ 北海道建設作工技建協同組合

北海道基礎工業協同組合

★ 一般社団法人日本機械土工協会北海道支部

一般社団法人日本アンカー協会北海道支部

ダイヤモンド工事業協同組合北海道支部

一般社団法人プレストレスト・コンクリート建設業協会北海道支部

★ 北海道鉄筋業協同組合

北海道圧接業協同組合

札幌タイル煉瓦工事組合

一般社団法人全国タイル業協会北海道支部

公益社団法人日本エクステリア建設業協会

★ 北海道左官業組合連合会

北海道板金工業組合

★ 一般社団法人日本塗装工業会北海道支部（北海道塗装組合連合会）

北海道建設インテリア事業協同組合

一般社団法人全国建設室内工事業協会北海道支部

一般社団法人全国防水工事業協会北海道支部

★ 一般社団法人日本電設工業協会北海道支部

北海道管工事業協同組合連合会

★ 一般社団法人北海道空調衛生工事業協会

一般社団法人北海道冷凍空調設備工業会

北海道配管事業協同組合



北海道ダクト工業協会

北海道ウレタン断熱協会

一般社団法人北海道道路標示・標識業協会

一般社団法人北海道屋外広告業団体連合会

★ 建設産業専門団体北海道地区連合会

建設業労働災害防止協会北海道支部

一般社団法人日本潜水協会札幌支部

一般社団法人全国特定法面保護協会北海道地方支部

一般社団法人プレストレスト・コンクリート工事業協会北海道支部

【建設業に関係する団体】

★ 全建総連北海道建設労働組合連合会

北海道社会保険労務士会

北海道行政書士会

【北海道知事届出建設業者団体等】

一般社団法人北海道舗装事業協会

一般社団法人北海道造園緑化建設業協会

一般社団法人北海道建築工事業組合連合会

一般社団法人北海道土木施工管理技士会

北海道建具工業協同組合連合会

一般社団法人北海道農業建設協会

一般財団法人北海道建設技術センター

【主要民間発注者（オブザーバー）】

北海道経済連合会

一般社団法人北海道商工会議所連合会

一般社団法人北海道住宅都市開発協会



社会保険未加入対策に関連する
各種調査の結果について

資 料 ２

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism



１．調査の目的

○ 社会保険等未加入対策に係る、各建設企業における取組の浸透状況等を総合的に把握し、目標達成を見
据えた加入徹底方策を検討することを目的とする。

〇 本調査については、昨年度も同様の調査を実施。

２．調査の概要

法定福利費を内訳明示した見積書の活用状況等に関する実態調査について

社会保険未加入対策推進協議会に参加する建設業社団体に所属する企業を対象に、「法定福利費を内訳明

示した見積書の活用状況」等について、本年１１月にアンケート調査を実施。（回答数は約3000件。）

２．調査の概要

【調査対象】

社会保険未加入対策推進協議会に参加する建設業者団体に所属する会員企業

【調査期間】

平成２７年１１月２日（月）～平成２７年１１月２４日（火）

【回答方法】

インターネットアンケートによる回答

【主な設問項目】

○社会保険等加入状況の確認・指導の状況

○法定福利費を内訳明示した見積書への対応

○法定福利費を内訳明示した見積書の注文者への提出有無 等
1



〇 下請企業の社会保険未加入が判明した場合の指導については、「指導を行っている」（68.9％）と「全社加入

しているため指導の必要がない」(21.3％)の合計は約９割（90.2%）となった。

指導を行っている 指導は行っていない 全社加入しているため指導の必要がない その他

（１）下請企業への指導の有無

法定福利費を内訳明示した見積書の活用状況等に関する実態調査

１－１ 社会保険の加入に関する元請による下請の確認・指導

70.9

68.9

8.3
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19.8

21.3
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1.7
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昨年調査

今回調査

（Ｎ＝２，８２２）

（Ｎ＝２，６３３）
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１－２ 社会保険の加入に関する元請による下請の確認・指導

指導を行っている 指導は行っていない 全員加入しているため指導の必要がない その他

〇 下請企業の従業員・作業員が社会保険未加入であると判明した場合の指導については、「指導を行ってい

る」（68.2%）と「全社加入しているため指導の必要がない」（19.6%）の合計は約９割（87.8%）となった。

（２）下請企業の従業員等への指導の有無

法定福利費を内訳明示した見積書の活用状況等に関する実態調査

１－２ 社会保険の加入に関する元請による下請の確認・指導
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１－３ 社会保険の加入に関する元請による下請の確認・指導

選定しない 未加入のまま選定 指導の後、加入確認できたら選定 その他

〇 下請企業が社会保険に未加入の場合の対応については、「指導を行い、加入が確認できたら下請企業として

選定する」(39.5％)と「下請企業として選定しない」（28.2%）の合計が約７割（67.7%）となり、昨年（61%）から約７

ポイント増加した。

（３）下請企業が未加入の場合の対応

法定福利費を内訳明示した見積書の活用状況等に関する実態調査

１－３ 社会保険の加入に関する元請による下請の確認・指導
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28.2

32.5

24.3

34.2

39.5

6.6

7.9

0 20 40 60 80 100

昨年調査

今回調査

（Ｎ＝２，８２２）

（Ｎ＝２，６３３）

4



１－４ 社会保険の加入に関する元請による下請の確認・指導

下請企業として 現場への入場を 未加入のまま現場へ 指導を行い、加入が確認 その他

〇 下請企業の従業員・作業員が社会保険に未加入であると判明した場合の対応については、「指導を行い、加

入が確認できたら入場を認める」（39.5%）、「現場への入場を禁止している」(5.0%)、「下請企業として選定しな

い」(18.5%)の合計で約６割（63.0%）となっており、昨年（57.2%）から約６ポイント増加した。

（４）下請企業の従業員等が未加入の場合の対応

法定福利費を内訳明示した見積書の活用状況等に関する実態調査

１－４ 社会保険の加入に関する元請による下請の確認・指導

17.8

18.5

5.0

5.0

35.7

28.7

34.9

39.5

6.6

8.2
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選定していない 禁止している の入場を認めている できたら入場を認める

（Ｎ＝２，７８２）

（Ｎ＝２，６３３）
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２－１ 元請における｢見積書｣(法定福利費を内訳明示した見積書)の活用状況

全ての下請契約で法定福利費を内訳明示した見積書を提出するよう指導している
全ての下請契約で内訳明示はしないが法定福利費を含んだ見積書を提出するよう指導している

〇 下請企業に対する、法定福利費を内訳明示した見積書の提出の指導については、全てまたは一部の下請

契約で指導した元請企業は、合計約４割（40.6%）で、昨年（22.3）から約１８ポイント増加した。

〇 また、「内訳明示はしないが、法定福利費を含んだ見積書の提出を指導した」も含めると、約８割(75.0%)に達

し、昨年（58.8%）に比べて約16ポイント増加している。

（１）｢見積書｣に関する下請への指導

法定福利費を内訳明示した見積書の活用状況等に関する実態調査

２－１ 元請における｢見積書｣(法定福利費を内訳明示した見積書)の活用状況

15.4

29.3

24.7

24.9

6.9

11.3

11.8

9.5

41.1

25.0

0 20 40 60 80 100

昨年調査

今回調査

全ての下請契約で内訳明示はしないが法定福利費を含んだ見積書を提出するよう指導している
一部の下請契約で法定福利費を内訳明示した見積書を提出するよう指導している
一部の下請契約で内訳明示はしないが法定福利費を含んだ見積書を提出するよう指導している
特に指導していない

（Ｎ＝２，１９０）

（Ｎ＝１，７４４）
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２－２ 元請における｢見積書｣(法定福利費を内訳明示した見積書)の活用状況

30.2 26.4 43.4

0 20 40 60 80 100

今回調査

全ての見積り依頼で条件としている 一部の見積り依頼で条件としている 条件としていない

〇 平成27年4月の「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」改訂で明記された、法定福利費を内訳明
示した見積書の提出を下請企業に対する見積条件に明示することについては、全て又は一部で条件としている
元請企業の割合は約６割（56.6%）だった。

（２）下請に対する見積条件への明示（ガイドラインへの準拠）

（Ｎ＝１，７７４）

法定福利費を内訳明示した見積書の活用状況等に関する実態調査

２－２ 元請における｢見積書｣(法定福利費を内訳明示した見積書)の活用状況

〇 下請企業からの法定福利費を内訳明示した見積書の提出については、かなり又はおおむねあるとした元請企
業が計約４割（37.3%）となっており、昨年（23.3%）から約14ポイント増加した。

（３）下請からの｢見積書｣提出

8.9
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14.4

22.5

16.6

20.0

31.1

24.4

29.0

18.3

0 20 40 60 80 100

昨年調査

今回調査

かなりある（８割以上） おおむねある（５～８割程度） あまりない（３～５割程度）

ほとんどない（１～３割程度） まったくない（１割未満）

（Ｎ＝２，１９０）

（Ｎ＝１，７７４） 7



３－１ 下請における見積書(法定福利費を内訳明示した見積書)の活用状況

16.4

26.5

15.3

18.0

11.4

11.2

18.8

18.3

30.0

20.0

6.4

3.4

1.7

2.5

昨年調査

今回調査

ほとんどの工事で提出している（８割以上） おおむね提出している（５～８割程度） あまり提出していない（３～５割程度）

ほとんど提出していない（１～３割程度） まったく提出していない（１割未満） 取組自体がよくわからない。

その他

〇 下請企業から注文者への法定福利費を内訳明示した見積書の提出については、ほとんど又はおおむね提出
しているが計約４割（44.5%）で、昨年（31.7%）から約12ポイント（12.8%）増加した。

（１）下請による「見積書」の提出

（Ｎ＝２，０１２）

法定福利費を内訳明示した見積書の活用状況等に関する実態調査

３－１ 下請における｢見積書｣(法定福利費を内訳明示した見積書)の活用状況

26.5 18.0 11.2 18.3 20.0 3.42.5

0 20 40 60 80 100

今回調査

〇 平成27年4月の「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」改訂で明記された、法定福利費を内訳明
示した見積書の提出を元請企業からの見積条件に明示することについては、ほとんど又はおおむね条件とされ
た下請企業は計約4割（40.9%）であった。

（２）見積条件への明示（ガイドラインへの準拠）

18.1 22.8 17.0 23.5 18.5

0 20 40 60 80 100

今回調査

ほとんど条件づけられている(8割以上) おおむね条件づけられている(5～8割) あまり条件づけられていない(3～5割)

ほとんど条件づけられていない(1～3割) まったく条件づけられていない

（Ｎ＝１，６２９）

（Ｎ＝１，５３４） 8



３－２ 下請における見積書(法定福利費を内訳明示した見積書)の活用状況

56.1

68.8

40

60

80

昨年調査 今回調査

〇 下請企業が注文者に対して法定福利費を内訳明示した見積書を提出していない理由は、「注文者から提出

指示がなかった」(68.8％)が最も多く、次に多い回答は「提出しても意味がないと考えたため」(29.3％)であった。

（３）｢見積書｣を提出しない理由

法定福利費を内訳明示した見積書の活用状況等に関する実態調査

３－２ 下請における｢見積書｣(法定福利費を内訳明示した見積書)の活用状況
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３－３ 下請における見積書(法定福利費を内訳明示した見積書)の活用状況

60

昨年調査 今回調査

〇 下請企業が注文者に対して法定福利費を内訳明示した見積書を提出した結果は、「内訳明示した法定福利

費を含む見積金額全額が支払われる契約となった」が約５割(45.9％)と最も多く、昨年（34.8）から約11ポイント

増加した。

〇 ２番目に多い回答は「見積書総額は減額されたが法定福利費が減額されない契約となった」(36.7％)で、昨

年（27.5%）から約9ポイント増加した。

（４）提出した｢見積書｣に対する元請の反応

法定福利費を内訳明示した見積書の活用状況等に関する実態調査

３－３ 下請における｢見積書｣(法定福利費を内訳明示した見積書)の活用状況
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昨年調査 Ｎ＝１，２４６
今回調査 Ｎ＝ ７２８
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「厚生年金保険」「雇用保険」の適用事業所数・被保険者数の推移

○ 厚生年金保険及び雇用保険の適用状況に関して、平成２３年を１００とした場合の適用事業所数・被保険者数の推移
は、両保険について増加している。
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100.0

105.0

110.0

115.0
雇用保険適用事業所数の推移

雇用保険
（H23=100）（H23=100）

出典：厚生労働省「厚生年金保険業態別規模別適用状況調」 「雇用保険事業年報」より国土交通省にて作成
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22.1%
17.3%

13.9%
34.9%
34.3%

19.0%
19.4%

14.4%
9.6%

13.4%
10.8%

17.0%
9.7%
13.8%

1.4%
0.5%

0.9%
0.9%

1.1%
1.3%

1.4%

46.2%
39.6%

53.2%
43.6%

41.1%
42.7%

44.5%

15.9%
33.0%

18.5%
9.9%

6.5%
27.4%

20.9%

H27
H26
H27
H26
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H27

1

2

3

全ての下請契約で提示するよう働きかけている

一部の下請契約では提示するよう働きかけている

以前は提示するよう働きかけていたが、現在は働きか
けていない

大臣・特定

大臣・一般

全体

【法定福利費が内訳明示された見積書の提示に係る下請負人への働きかけ】

平成２７年度 下請取引実態調査の結果

○ 元請負人が下請負人に対し、法定福利費が明示された見積書の提示を「全て」又は「一部」の下請契約で働きかけて
いるとの回答は合わせて３３．２％であり、昨年度から４．５ポイント増加した。
○ 働きかけていない理由としては、「必要な法定福利費相当額を契約金額に含めて支払っており、活用する必要がない
ため」が29．5％で最も多かった。
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けていない

現在は働きかけていないが、今後締結する下請契約で
は働きかけていくことを検討している

働きかける予定はない

知事・特定

知事・一般

【法定福利費が内訳明示された見積書の提示を働きかけていない理由】
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全ての工事で提出している

一部の工事で提出している

提出していない
（法定福利費が内訳明示された見積書は作成済み）

大臣・特定

大臣・一般

全体

【下請負人の法定福利費が内訳明示された見積書（標準見積書）の活用状況】

平成２７年度 下請取引実態調査の結果

○ 法定福利費が内訳明示された見積書の活用状況については、「全て」又は「一部」の工事で提出しているとの回答は合
わせて３５．９％で、昨年度から４．３ポイント増加した。

○ 提出しない理由としては、「注文者が提出を求めてこなかった」（４３．０％）との回答が最も多かった。また、知事一般建
設業者に関しては、「そもそも法定福利費を内訳明示した見積書のことを知らない」（３９．６％）が最も多かった。
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【下請負人が標準見積書を提出しない理由】
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平成２７年度 下請取引実態調査の結果

○ 健康保険、年金保険、雇用保険の３保険の加入状況については、全て昨年度より改善した。

○ 全ての許可区分別において、加入率が９０％を超え、各保険とも加入状況の改善が進んでいる。

健康保険の加入状況 年金保険の加入状況 雇用保険の加入状況
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14

95.0%94.7%97.1%97.6%97.6%
98.1%97.8%98.0%

92.0%90.9%

0%

20%

40%

60%

H27 H26 H27 H26 H27 H26 H27 H26 H27 H26

全体 大臣・特

定

大臣・一

般

知事・特

定

知事・一

般

(H27)

適用除外

(H27)

加入(H27)

適用除外

(H26)

加入(H26)

97.5%97.0%
100.0%100.0%99.3%99.2%99.8%99.8%

94.9%93.6%

0%

20%

40%

60%

H27 H26 H27 H26 H27 H26 H27 H26 H27 H26

全体 大臣・特

定

大臣・一

般

知事・特

定

知事・一

般

未加入

(H27)

加入(H27)

加入(H26) 96.2%95.8%
100.0%100.0%99.3%99.6%99.6%99.7%

92.3%91.2%

0%

20%

40%

60%

H27 H26 H27 H26 H27 H26 H27 H26 H27 H26

全体 大臣・特

定

大臣・一

般

知事・特

定

知事・一

般

加入(H27)

加入(Ｈ２６)



平成２７年度 下請取引実態調査の結果

【未加入企業の今後の社会保険等への加入意向】

【今後加入する理由】

【今後も加入しない理由】

○ ３保険のいずれかで未加入と回答した企業のうち、「今後加入する」と回答した企業は５２．１％で昨年度より増加。

○ 今後加入する理由としては、「①許可行政庁から指導を受けたから」（２５．７％）、「④未加入だと元請負人から工事を受注でき
ないから」（２４．０％）が多かった。

○ 今後も加入しない理由としては、「⑬自社には加入させるべき技能労働者がいない」（３８．０％）、「⑨経営の先行きが不透明で
経費増となる加入に踏み切れない」（２４．３％）が多かった。
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H27

H26

①公共工事の発注者や元請負人が、法定福利相当額を含む契約額の引き上げに応じてくれない。

②公共工事において、請け負った金額が低く、法定福利費が捻出できない。

③民間工事の発注者や元請負人が、法定福利相当額を含む契約額の引き上げに応じてくれない。

④民間工事において、請け負った金額が低く、法定福利費が捻出できない。

⑤受注者の立場では、発注者や元請人に対し、法定福利費を求めづらい。

⑥赤字補填や運転資金に充当する必要があり、社会保険等に加入する余裕がない。

⑦建設機械の購入など他の用途に充当したい。

⑧他社との競争上、法定福利費を負担することができない。

⑨経営の先行きが不透明で経費増となる加入に踏み切れない。

⑩加入させるためにいくら必要なのかがわからない。

⑪加入させるための手続きがよくわからない。

⑫技能労働者本人が加入したがらない。

⑬自社には加入させるべき技能労働者がいない。

⑭いずれ廃業する予定である。

⑮その他
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H27
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①許可行政庁から指導を受けたから
②未加入だと入札資格審査を受けられないから
③元請負人から指導を受けたから
④未加入だと元請負人から工事を受注できないから
⑤今回、公共工事設計労務単価が上昇したから
⑥元請人が法定福利費を考慮してくれるようになったから
⑦その他



国土交通省等における取組み等

資 料 ３

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism



（円/1日8時間当たり）

(１) 最近の労働市場の実勢価格を適切・迅速に反映 （昨年度に引き続き改訂を前倒し）

(２) 社会保険への加入徹底の観点から、必要な法定福利費相当額を反映 （継続）

全 国（16,678円）平成26年２月比；＋４．２％（平成24年度比； ＋２８．５％）

被災三県（18,224円）平成26年２月比；＋６．３％ （平成24年度比；＋３９．４％）
全職種平均

※ 被災三県における単価の引き上げ措置（継続）

単価設定のポイント

約
87
%19,121 19,116 

18,584 

20,000 

22,000 
公共工事設計労務単価 全国全職種平均値の推移

単価算出手法の変更

・社会保険未加入者も社会保険に
加入しているとみなし、法定福利費

１．平成27年2月から適用する公共工事設計労務単価について 平成２７年２月

18,584 

16,263 
15,871 

15,394 
14,754 

14,166 
13,870 13,723 13,577 13,351 13,344 13,154 13,047 13,072 

15,175 

16,190 
16,678 

10,000 

12,000 

14,000 

16,000 

18,000 

注1）金額は加重平均値、伸率は単純平均値にて表示。加重平均値は、平成25年度の標本数をもとにラスパイレス式で算出した。
注2）平成18年度以前は、交通誘導警備員がA・Bに分かれていないため、交通誘導警備員A・Bを足した人数で加重平均した。

加入しているとみなし、法定福利費
相当額を加算

・被災地等の入札不調の増加状況に
応じて、機動的に単価を引き上げ

1



２．「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」の改訂について

○ 法定福利費を内訳明示した見積書の活用が十分に進んでいないことから、活用を促進するための環境整備が必要。

○ 目標年次まで２年余りに迫っていることから、平成２９年度以降の姿を見据えた具体的取組内容を明示するとともに、派生す
る課題への対応（加入状況の記載の真正性の確保、保険加入義務の潜脱を図った小規模事業主化の抑止）が必要。

検討上の課題・方向性

法定福利費を内訳明示した見積書提出の見積条件への明示

○ 法定福利費を内訳明示した見積書の提出について、元請企業から下請企業に対する見積条件に明示することを記載（下請

改訂の主な内容

平成２７年４月

○ 建設業における社会保険の加入について、元請企業及び下請企業がそれぞれ負うべき役割と責任を明確にするため、平成
２４年１１月に「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」を施行。

○ 本ガイドラインは、平成２４・２５年度にかけての取組を中心に記載したものであり、本取組状況等を踏まえて必要があると認
められるときは、見直し等の所要の措置を実施するとしていたところ。

○ 法定福利費を内訳明示した見積書の提出について、元請企業から下請企業に対する見積条件に明示することを記載（下請
企業が再下請に出す場合も同様）。

○ 提出された見積書を尊重し、各々の対等な立場における合意に基づいて請負金額に適切に反映することが必要であり、他の
費用との減額調整を厳に慎むことを記載。

適切な保険に加入した下請企業・労働者のみからなる工事の試行的実施（モデル現場）

○ 平成２９年度以降を見据え、すべての下請企業を適切な保険に加入したものに限定した工事や、工事の規模等に鑑みて可
能である場合にはすべての作業員を適切な保険に加入したものに限定した工事を試行的に実施することが望ましいと記載。

情報システムへの関係資料の添付による保険加入情報の記載の真正性の確保

○ 保険加入状況に関する作業員名簿の記載の真正性の確保に向けた措置について、「望ましい」から「努める」に改めるととも
に、情報システムにおいて関係資料を電子データで添付する方法によることを許容。

施工体制台帳・再下請通知書・作業員名簿の正確な記載による雇用と請負の明確化

○ 施工体制台帳、再下請負通知書及び作業員名簿について、下請企業と建設労働者との関係を正しく認識した上で記載する
よう明記。

○ 平成２７年１月１５日 パブリックコメント実施。
○ 平成２７年４月 １日 改訂内容を適用。（平成２７年４月１日付け一部改訂） 2



３．社会保険未加入対策に関するＱ＆Ａ（よくある質問）の作成

社会保険未加入対策ページ

国交省HP トップページ

土地・建設産業ページ

平成２７年４月

本年４月に、「社会保険未加入対策に関するＱ＆Ａ（よくある質問）」を作成し、国交省のホームページにて
公表。

http://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/totikensangyo_const_tk2_000080.html

Q&A（よくある質問）

3
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法定福利費を内訳明示した見積書の提出について、元請企業から下請企業に対する見積条件に明示することを記載
（下請企業が再下請に出す場合も同様）。

４．｢法定福利費を内訳明示した見積書の作成手順｣の作成

社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン

①専門工事業団体等が作成した標準見積書の活用等
により、法定福利費相当額を内訳明示した見積書を作
成する

国交省HP（社会保険未加入対策ﾍﾟｰｼﾞ）に
掲載された各専門工事業団体の標準見積書

下請企業における法定福利費を内訳明示した見積書の作成

本年５月に、法定福利費を内訳明示した見積書を作成する際のポイントをまとめた｢作成手順｣を作成し、公表
及び周知。

平成２７年５月

成する

②下請企業が自ら負担しなければならない法定福利費
を適正に見積り、法定福利費相当額を内訳明示した見
積書を作成する

等を活用し、見積書を作成

「法定福利費を内訳明示した見積書の作成手順」
等を参考に、見積書を作成

１．法定福利費を内訳明示した見積書とは

２．内訳明示する法定福利費の算出方法
（１）内訳明示する法定福利費の範囲
（２）法定福利費の基本的な算出方法
（３）そのほかの算出方法
（４）適用する保険料率の考え方
（５）健康保険、厚生年金保険の適用除外者であるものの取扱い

３．法定福利費を内訳明示した見積書に関するよく
ある質問

｢法定福利費を内訳明示した見積書の作成手順｣（概要）

4



５．一人親方の社会保険加入に関するリーフレットの作成

みんなで進める「一人親方」の社会保険加入

自分自身で、会社を通じて、「一人親方」も、社会保険への加入が求められます。

病気やけが、退職、老後の生活などに対応するため、全国民が加入する権利と義務をもつ社会保
険制度が設けられています。建設業に従事する「一人親方」も、その働き方に応じた加入が法令で
義務づけられています。
事業者としての働き方か、労働者としての働き方か、「一人親方」としての状況を見極めて社会
保険加入を進めてください。

?

本年５月に、一人親方の労働者性・事業者性の判断基準をわかりやすく周知するため、リーフレットを作成。
（平成25年3月に策定した判断基準の簡易版の作成）

（リーフレット抜粋）

平成２７年５月

たとえば、仕事を依頼されている会社から・・・
・仕事が早く終わった後、予定外の仕事を頼まれたとしても
断る自由がある
・毎日の仕事量や進め方などは一任されており、自分の裁量
で判断できる
・工事の出来高見合いで報酬が支払われる

事業主として、個人で社会保険（国民健康保険（組
合）、国民年金）に加入すればよい可能性が高いで
す。

たとえば仕事を依頼されている会社から・・・
・仕事が早く終わった後、予定外の仕事を頼まれたとしても
断る自由がない
・毎日、細かな指示、具体的な指示を受けて働く
・一日当たりの単価など働いた時間により報酬が支払われる

（一人親方）仕事を依頼されている会社の社会保険
に加入すべき場合があります！
（企業）自社の従業員として、社会保険に加入させ
なければならない場合があります。

請負としての働き方に近い「一人親方」 労働者としての働き方に近い「一人親方」111 222
保険加入を進めてください。

どちらの働き方ですか?

5



６．｢中小建設企業のためのマイナンバー対応マニュアル｣（建設業振興基金）

本年９月に、中小建設企業に向け、マイナンバー制度の概要や、導入に向けて事業者が準備・対応すべき点、
建設業ならではのマイナンバー対応の留意点等について、わかりやすく解説したマニュアルを作成。（建設業振
興基金）

平成２７年９月

第１章 マイナンバー制度の概要
１ マイナンバー（個人番号）とは
２ 番号法の目的と企業に求められること
３ 企業実務とのかかわり
４ 罰則の対象となる行為と法定刑

第２章 制度導入に向けての全体スケジュールと準備
１ マイナンバー制度開始前の準備１ マイナンバー制度開始前の準備
２ 従業員への周知
３ マイナンバー利用目的の通知
４ マイナンバーに関する従業員研修

第３章 マイナンバーの取扱いと番号取得時の本人確認
１ 既存従業員からのマイナンバーの取得
２ 事業者支店とグループ会社の取扱い
３ 取引先からのマイナンバーの取得

第４章 マイナンバーの安全管理措置
１ 安全管理措置
２ 委託先の体制確認、監督
３ マイナンバーの管理
４ マイナンバーの削除廃棄

第５章 建設業におけるマイナンバー対応の留意点

6



６．｢中小建設企業のためのマイナンバー対応マニュアル｣（建設業振興基金）

① 個人事業主等の小規模事業者であっても、労働者を雇用する以上は、当該労働者（パート、日雇労働者
など短期雇用者も含む）からマイナンバーを取得し、適切に管理する必要がある

② 源泉徴収義務のない「請負契約」を、個人事業主と締結する場合は、支払調書の作成義務がないため、
当該事業主からマイナンバーを取得する必要はない

１．建設業における主な留意点

平成28年1月から、「社会保障」、「税」、「災害対応」の行政手続でマイナンバーが必要

２．税務調査における一人親方

建設業におけるマイナンバー対応の留意点（社会保険関係）

平成２７年９月

・ 年金事務所は自ら保有するデータと、国税庁など
他の行政機関から提供を受けたデータを突合させ
て、加入指導対象となる未加入企業の特定を進め
てきた

・ 従業員に給料を支払っているのに社会保険料
を納めていない企業の割り出しや、法人番号と
マイナンバーの利用で従業員単位での加入状
況確認が容易になる

・ 税務調査では「請負と雇用」の判断が焦点であり、
請負関係にある者が労働者と判断されると、源泉
徴収の対象となり、所得税・消費税の是正がなさ
れる

・ ただし、そこから年金事務所と連携し、社会保険加
入指導に及ぶことはあまりなかった

・ 税と社会保障を「横断的」に管理する制度のた
め、今後は連携した対応が可能

・ 税務面では「雇用」だが、社会保障面では「請
負」という一貫性のない取扱いは是正されてい
くものと思われる

これまでの税務調査 マイナンバー導入後

※日本年金機構に対して、マイナンバー制度と基礎年金番号を結びつける時期を平成29（2017）年1月から最大11か月延期予定 7



７．社会保険等未加入対策に係る地方キャラバンについて

本年５月～８月に全国１０箇所（各地方整備局のブロック毎に１箇所）にて説明会を開催し、社会保険未加入対策に係る施策の周知
及び意見交換を実施した。建設業関係団体・企業や行政関係者等、約２,５００名が参加。

日付 場所
参加者数

業界 行政

５月２９日 北海道開発局 １５４名 ４６名

６月２２日 東北地方整備局 １７０名 ４６名

６月２５日 沖縄総合事務局 １４７名 ７２名

６月２９日 関東地方整備局 ４２６名 ２１９名

７月２日 中国地方整備局 １１８名 ７４名

７月６日 九州地方整備局 １２６名 ７１名

１．実施概要

平成２７年５～８月

７月６日 九州地方整備局 １２６名 ７１名

７月７日 北陸地方整備局 １２５名 ３５名

７月９日 中部地方整備局 １２０名 ８０名

７月１３日 四国地方整備局 １２５名 ４８名

８月１０日 近畿地方整備局 １５８名 ９７名

①社会保険等未加入対策の推進に関する最近の取組

②建設業許可行政庁による社会保険加入指導の前倒し

③国土交通省直轄工事における更なる社会保険等未加入対策

④建設業の人材確保・育成、安全対策 等

⑤（地方公共団体に対して、登録基幹技能者制度の総合評価
落札方式での活用を要請）

〇 下請も社会保険加入に関する意識が高まり、標準見

積書（法定福利費を内訳明示した見積書）の提出を

進めているので、元請はしっかりと法定福利費を流し

てもらいたい。

〇 行政庁の保険加入指導を徹底して、不公平な競争環

境をなくしてもらいたい。

２．当日の説明内容 ３．フロアからの声
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８．法定福利費セミナーの実施について

日 付 場 所 参加者数

１０月２３日 広島市 広島YMCA ４４名

・ 法定福利費に関する考え方や算出方法等の基本的内容の習得と、法定福利費を内訳明示した見積書の作

成能力向上を図るため、主に専門工事業者を対象に建設業会計・経理実務等に関する研修会を実施。

・ 本年１０～１２月に全国１０箇所（各地方整備局のブロック毎に１箇所）にて開催し、約１,０００名が参加。

・ セミナーの主な説明内容は、以下のとおり。

①いまなぜ社会保険への加入が求められているのか ②社会保険加入と元請・下請企業の役割と責任

③未加入業者や労働者は現場に入れなくなるのか ④法定福利費を内訳明示した見積書の作成手順等

平成２７年１０～１２月

１０月２３日 広島市 広島YMCA ４４名

１０月２９日 福岡市 福岡商工会議所 １１２名

１１月１３日 仙台市 フォレスト仙台 ８４名

１１月１６日 東京都 浜離宮建設プラザ １７０名

１１月１９日 高松市 高松商工会議所 ５５名

１２月 １日 新潟市 新潟県建設会館 ７４名

１２月 ４日 大阪市 エルおおさか １６３名

１２月 ７日 名古屋市 愛知建設業会館 ９０名

１２月１０日 札幌市 道民活動センター ７８名

１２月１８日 那覇市 沖縄産業支援センター 約７０名（予定）

9



９．法定福利費の確保に向けた検討

法定福利費を内訳明示した見積書の活用により、法定福利費を確保する取組を推進しているところ。

しかし、同見積書を活用した場合であっても、法定福利費の契約段階での扱いや実際の支払い等の手続
きについて明確化する必要がある。

法定福利費の確保の現状

法定福利費とその見積り・契約・支払いについて、その法的位置づけを整理するとともに、必要な法定福利
費の確保を担保するための方策や、標準的な手続きの明確化に向けた検討を行う。

検討の方向性

平成２７年１２～３月

法定福利費に関する調査研究会の設置

構成員：学識経験者、業界関係者
設置期間：2015年12月～2016年3月 （第1回 12月7日）
事務局：一般財団法人建設産業経理研究機構（国交省委託事業）

検討項目（予定）
１．法定福利費に関する法的位置づけの整理 ２．見積り・積算における法定福利費の位置づけ
３．法定福利費の会計処理方法 ４．法定福利費の法的性格を踏まえた支払実務の検証
５．社会保険加入率を上げていくための方策の検討
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今後の社会保険加入状況の把握について

11



今後の社会保険加入状況の把握について

平成２８年 ４月～

〇民間工事における社会保険加入状況に関する調査の実施

・ 民間工事における企業別・労働者別・地域別等の社会保険への加入状況等
の把握

〇各団体等で自主的に実施している社会保険加入状況の調査結果の

平成２７年度内

〇「公共事業労務費調査（平成２７年１０月調査）」 結果公表

・ 公共事業における企業別・労働者別の社会保険への加入状況の把握

目標年度到来を前に、
社会保険への加入状況〇各団体等で自主的に実施している社会保険加入状況の調査結果の

収集

平成２８年度内

「公共事業労務費調査（平成２８年１０月調査）」 結果公表

・ 公共事業における企業別・労働者別の社会保険への加入状況の把握

社会保険への加入状況
を総括的に把握し、
更なる対策を検討

平成２８年 秋頃

「平成２７年 下請取引実態調査」 結果公表

・ 社会保険への加入状況、法定福利費を内訳明示した見積書の活用状況等
の把握

12



国土交通省直轄工事における
更なる社会保険等未加入対策更なる社会保険等未加入対策

13



平成２６年８月１日以降に入札公告を行う国土交通省直轄工事においては、
・社会保険等（健康保険、厚生年金保険及び雇用保険）に未加入の者については、競争参加資

格を認めない。
・施工体制台帳の作成・提出が義務付けられている下請代金の総額が3,000万円以上の工事の

一次下請業者（※ 建築一式工事の場合は4,500万円）については、社会保険等加入業者に限定する。
などの措置を講じていたところ。

①競争参加資格審査時に保険加入状況を確認し、未加入

の元請業者の資格を認めない。

スキーム

国土交通省直轄工事における更なる社会保険等未加入対策

これまでの取組

の元請業者の資格を認めない。

②未加入の一次下請業者との契約を原則禁止。

③施工体制台帳等で全ての下請業者の保険加入状況を確認。

④未加入の一次下請業者と契約したことが判明した場合の

措置を実施。（元請業者への制裁金の請求等）

⑤全ての未加入業者を発注部局から建設業担当部局に通報。

⑥建設業担当部局において未加入業者（二次下請以下も

含む。）への加入指導等を引き続き実施。

元 請 業 者

一次下請業者

二次下請業者 建設業
担当部局

① 競争参加資格審査
時の加入確認

②未加入業者と契約を
原則禁止

③ 施工体制台帳等
による加入確認

発 注 部 局

⑥ 未加入業者への 加入指導等

④ ②の違反に対する
制裁金の請求等

⑤ ③における未加
入業者を通報

14



国土交通省直轄工事における更なる社会保険等未加入対策

①建設業担当部局への通報の対象範囲の拡大

下請金額の総額が3,000万円以上の工事（※）に
おいて、施工体制台帳を通じて、社会保険等未

従前の対策 平成27年度からの対策

下請金額の総額にかかわらず、本年4月1日以
降に契約を締結する全ての工事において、 施

【公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の改正】
平成27年４月１日以降に契約を締結する公共工事のうち、下請契約を締結する全ての工事において

元請業者による施工体制台帳の作成と発注者への提出が義務化（改正法第15条関係）

・法施行を踏まえ、平成27年度から以下の２つの対策を実施

おいて、施工体制台帳を通じて、社会保険等未
加入の事実を確認した場合、建設業担当部局
に通報

降に契約を締結する全ての工事において、 施

工体制台帳を通じて、元請・下請を問わず社会
保険等未加入の事実を確認した場合、建設業
担当部局に通報

②元請業者と社会保険等未加入業者との一次下請契約締結の禁止措置の対象範囲の拡大（試行）

下請金額の総額が3,000万円以上の工事（※）に

おいて、元請業者の社会保険等未加入業者と
の一次下請契約の締結を禁止

現行の対策 平成27年度からの対策

本年8月1日以降に入札公告を行う工事で、下
請金額の総額が3,000万円未満のもの（※）も、
左記の措置の拡大を試行

※建築一式工事については、総額4,500万円
15



（１）中央公共工事契約制度運用連絡協議会（31機関：中央省庁13機関、特殊法人等18機関）

○ 競争参加資格審査等において限定している
（個別の発注工事における競争参加資格審査等において限定している機関を含む）

・・・・・29機関
【＋７】

○ 検討中（実施時期未定） ・・・・・・2機関

社会保険等未加入業者対策状況に関する調査結果
調査対象日：平成27年8月1日現在

16

（２）地方公共工事契約業務連絡協議会（67機関：都道府県47機関、政令市20機関）

○ 競争参加資格審査等において限定している
（個別の発注工事における競争参加資格審査等において限定している機関等を含む）

・・・・・55機関
【＋９】

○ 今後実施予定又は検討中（実施時期未定） ・・・・・12機関

※【 】内は、平成26年11月7日時点との増減比較



建設業許可行政庁による社会保険等
未加入業者への加入指導状況未加入業者への加入指導状況

17



国土交通省及び47都道府県では、建設業法に基づく建設業者で、健康保険、厚生年金保険及び雇用保険（以下「社会保険等」という。）
への未加入業者を対象に、平成24年11月から社会保険等への加入を強く指導してきており、平成29年度までに建設業者の社会保険等
の加入率が事業者単位で100％の目標を達成するため以下の取り組みを行っている。

２．これまでの取り組み

平成24年11月から平成27年9月までの社会保険等の加入指導状況は以下のとおり 【以下参考（27年3月時点）】
○これまでに確認した申請等件数・・・・・・・・・・・・・・・・・３７３，４２３件 （３１０，４１３件）
・申請等件数のうち既に加入していた件数・・・・・・・・・・・・３２６，６６１件 （２７１，２３６件）
・申請等件数のうち未加入であったため、指導を受けた件数・・・・・４６，７６２件 （ ３９，１７７件）
【指導を受けた件数の内訳】

加入した件数・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６，４７９件 （ １３，７１０件）
加入しなかったため社会保険等担当部局へ通報した件数・・・・２１，３２１件 （ １８，０８０件)
指導中又は加入確認待ちの件数・・・・・・・・・・・・・・・・８，９６２件 （ ７，３８７件)

１．加入指導状況（平成27年9月現在）

建設業許可行政庁による社会保険等未加入業者への加入指導状況（１／２）

の加入率が事業者単位で100％の目標を達成するため以下の取り組みを行っている。

○建設業法施行規則、告示の改正（平成24年5月）

・建設業の許可申請書及び施工体制台帳の記載事項に「健康保険等の加入状況」を追加

・経営事項審査申請書の評価項目を各保険毎に細分化し減点幅を拡大

○社会保険加入状況の把握、確認・指導等（平成24年１１月より）

・建設業許可部局における建設業許可・更新申請及び経営事項審査申請並びに立入検査時に加入状況を確認し未加入業

者に対し加入指導を実施

・加入指導に従わない未加入業者は厚生労働省の社会保険等担当部局へ通報

○建設業法に基づく「監督処分基準」の改定（平成24年10月）

・指導に従わない未加入業者に対する監督処分基準を改定

○国土交通省直轄工事における発注者と建設業所管部局が連携して行う社会保険等未加入対策に関する指導

・平成26年8月より、国土交通省直轄工事において、発注部局が元請業者及び下請代金の総額が３千万円以上の工事における全ての下請業者

の加入状況を確認し、未加入業者である場合には建設業所管部局が加入指導を実施

・平成27年3月に通知を改正し、下請金額の総額にかかわらず、本年4月1日より全ての工事に対象範囲を拡大
○Ｈ２７年１１月～社会保険加入指導の前倒し

・現在、許可更新時に行っている保険の加入指導について、平成28年1月以降に更新期限を迎える許可業者に対しては、前倒しで指導を実施 18



建設業許可行政庁による社会保険等未加入業者への加入指導状況（２／２）

(a) （ｂ） （ｂ）/（a） (ｃ) (ｃ)/(a) (ｅ) (e)/(ｃ) (ｆ) (ｆ)/(ｃ) （ｄ）＝（ｃ）-（e)-（ｆ） (ｄ)/(ｃ)

建設業許可部局による社会保険等加入指導状況及び厚生労働省保険担当部局への通報状況
（平成24年11月～平成27年9月まで）

  「申請等件数」   ：　建設業許可部局に申請した建設業の許可申請及び経営事項審査の申請並びに建設業許可部局による立入検査の合計件数。
　「既加入件数」   ：  「申請等件数」のうち、既に社会保険等に加入していた建設業者の件数。
　「指導件数」　　  ：　「申請等件数」のうち、社会保険等に未加入であった建設業者を建設業許可部局が加入指導した件数。
　「加入件数」　　  ：　「指導件数」のうち、社会保険等に加入した建設業者の件数。
　「通報件数」　　　：　「指導件数」のうち、建設業許可部局が行った、原則２回の社会保険等加入指導に従わなかった建設業者を厚生労働省保険担当部局に
                         通知した件数。
  「加入確認待ち件数」 ：　「指導件数」のうち、指導後、一定猶予期間が経過していない等の理由により加入の確認ができていない建設業者の件数。

加入確認待ち通報
申請等 指導

指導件数 指導率 件数 比率

加入

加入件数 加入率
申請等
件数

通報件数 通報率
既加入
件数

既加入率

(a) （ｂ） （ｂ）/（a） (ｃ) (ｃ)/(a) (ｅ) (e)/(ｃ) (ｆ) (ｆ)/(ｃ) (ｄ)/(ｃ)

47,756 43,430 (90.9%) 4,326 (9.1%) 1,480 (34.2%) 1,754 (40.5%) 1,092 (25.2%)

105,443 82,344 (78.1%) 23,099 (21.9%) 7,514 (32.5%) 10,831 (46.9%) 4,754 (20.6%)

17,249 16,227 (94.1%) 1,022 (5.9%) 524 (51.3%) 354 (34.6%) 144 (14.1%)

40,891 35,027 (85.7%) 5,864 (14.3%) 1,632 (27.8%) 3,004 (51.2%) 1,228 (20.9%)

69,806 62,543 (89.6%) 7,263 (10.4%) 2,720 (37.5%) 3,443 (47.4%) 1,100 (15.1%)

24,367 22,981 (94.3%) 1,386 (5.7%) 584 (42.1%) 584 (42.1%) 218 (15.7%)

14,319 13,752 (96.0%) 567 (4.0%) 334 (58.9%) 182 (32.1%) 51 (9.0%)

53,592 50,357 (94.0%) 3,235 (6.0%) 1,691 (52.3%) 1,169 (36.1%) 375 (11.6%)

373,423 326,661 (87.5%) 46,762 (12.5%) 16,479 (35.2%) 21,321 (45.6%) 8,962 (19.2%)

大臣 11,967 11,937 (99.7%) 30 (0.3%) 24 (80.0%) 2 (6.7%) 4 (13.3%)

知事 361,456 314,724 (87.1%) 46,732 (12.9%) 16,455 (35.2%) 21,319 (45.6%) 8,958 (19.2%)

中国

四国

九州・沖縄

合計

北海道・東北

関東

北陸

中部

近畿
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【参考】

（単位：件）

対　 応　 状 　況

北海道 796 138 27 283 348

東北 1,131 285 78 489 279

北関東・信越 4,329 814 154 1,257 2,104

南関東 5,450 1,050 225 1,648 2,527

中部 2,757 360 197 856 1,344

近畿 2,553 638 196 732 987

中国 510 104 42 239 125

四国 157 22 30 89 16

九州 847 134 176 380 157

全国計 18,530 3,545 1,125 5,973 7,887

（注１）平成24年11月～平成27年9月末までの通報件数及び対応状況件数を計上

（注２）②欄については、①の通報があった時点において、事業主から自主的な届出等によって適用事業所等と

         確認できた件数を計上

（注３）③欄については、適用対象外であることが判明した件数を計上

（注４）④欄については、加入指導等を行った結果、適用に至った件数を計上

（注５）⑤欄については、対応済みを除いたもので、引き続き、対応を行っている件数を計上

※雇用保険に関しては、９月末集計は行っていない。

（平成２７年９月末総計）

健康保険・厚生年金保険に係る地方整備局等からの
通報に基づく適用促進の実施状況　（ブロック本部別）

ブロック本部名

⑤
引き続き対応を行っ

ている件数
①-(②+③+④)

②
既に適用済み

③
適用対象外

④
適用に至った

①　通報件数
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社会保険の加入促進に関する実施要領 

平成 27年 3月 5日 

一般社団法人 日本建設業連合会 

日建連では、建設技能労働者の処遇改善には社会保険未加入対策が不可欠であるとの認識の

下、平成 24 年 4月 19 日の「社会保険加入促進計画」、また日建連会員企業として実務的な

事項を示した「日建連会員企業が実施する社会保険の加入に関する下請指導の指針（平成 24

年 10 月 1 日 日建連発第 233 号）」及び「法定福利費を内訳明示した見積書の活用のマニ

ュアル（平成 25 年 7 月 23 日 日建連発第 111 号）」等により、積極的に取組んできたと

ころである。 

今般、さらなる社会保険加入促進への取組み強化に向けて、平成27年 1月 19日に国土交

通省の社会保険未加入対策推進協議会が開催されるにあたり、日建連では、「社会保険加入促

進要綱」を決定し、同協議会において発表した。 

また、国土交通省では平成２７年 4 月 1 日に「社会保険の加入に関する下請指導ガイドラ

イン」を改訂し、社会保険加入促進に関する元請企業の役割と責任の強化を明らかにすること

としている。 

日建連では、社会保険加入に関する下請指導など元請企業としての役割を果たすため、これ

らに基づき会員企業が足並みをそろえ、積極的に取組むため、これまで会員企業が取組んでき

た「日建連会員企業が実施する社会保険の加入に関する下請指導の指針」及び「法定福利費を

内訳明示した見積書の活用のマニュアル」を改め、一本化した実施要領を下記の通り作成した

ので、貴社の取組みの参考とされたい。 

資　料　４

ajiki-a23e
四角形
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記 

１．社会保険※1加入の指導と徹底 

（１）社内への指導の周知徹底 

日建連会員企業（以下、「元請企業」という。）は、社内に対して、社会保険加入促進要綱

及び本要領により再下請負も含めたすべての下請企業※2 に対し企業単位及び労働者※3 単

位で社会保険への適正な加入を徹底することについて、実効性がある社長通達等の方法に

より周知徹底を行い、社内一体となりその取組みを確実なものとする。 

その周知徹底の際には、下の資料を参照されたい。 

●国土交通省作成「社会保険への加入を徹底しましょう！（元請企業向け）」（参考資料１） 

http://www.nikkenren.com/sougou/pdf/ikusei/06/mlit_Leaflet_201305_02.pdf

（２）協力会社組織を通じた指導等 

①協力会社※4の加入状況の定期把握と結果のフィードバック 

ア）元請企業は、年１回を基準として、定期的に協力会社の企業単位及び労働者単位の社会保

険加入状況を調査し把握する。 

把握方法等に関しては会員企業に一任するが、継続性のある把握方法となるようにする。 

イ）協力会社組織を持たない場合は、継続的に下請企業の社会保険加入状況を実態把握する方

法を明確にした規定を作成し、それに則り加入状況の定期把握を実施する。 

ウ）定期把握の結果は、協力会社組織等にフィードバックし、社会保険未加入の協力会社等に

対する指導、ならびに協力会社組織等の自主的な周知啓発、勧奨活動を促す。 

②協力会社組織を通じた指導 

ア）元請企業は、少なくとも年１回以上、協力会社組織の会合（役員、会員別、地域別、全国

大会等）の場で、協力会社組織の全構成員に対して、書面（別紙の「社会保険加入の徹底

について（お願い）」に例を示す。）等により再下請負も含めたすべての下請企業について

企業単位及び労働者単位で社会保険への適正な加入を徹底するよう指導する。 

 その指導の際には、下の資料を参照されたい。 

●国土交通省作成「社会保険に加入していますか？（下請企業向け）」（参考資料２） 

http://www.nikkenren.com/sougou/pdf/ikusei/06/mlit_Leaflet_201305_03.pdf

イ）協力会社組織を持たない場合は、少なくとも年１回以上、工事現場で実施する労働災害防

止協議会等の月次会議の場で、下請企業に対して、上と同様の指導を行う。 

（３）元下契約時等における指導 

ア）元請企業は発注部門（契約、購買、調達と呼称される部門）等が、見積依頼時も含め元下
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契約段階において、一次下請企業に対して、書面（別紙の「社会保険加入の徹底について

（お願い）」に例を示す。）等により、再下請負も含めたすべての下請企業について企業単

位及び労働者単位で社会保険への適正な加入を徹底するよう指導する。 

その指導の際には、下の資料を参照されたい。 

●国土交通省作成「社会保険に加入していますか？（下請企業向け）」（参考資料２）

http://www.nikkenren.com/sougou/pdf/ikusei/06/mlit_Leaflet_201305_03.pdf 

イ）電子発注システムを使用している場合は、可能であれば、システムに上の書面等による指

導事項を追加することを推奨する。 

（４）元下契約後の加入状況の確認と未加入の場合の指導 

①企業単位の確認 

ア）下請企業から申請または提出される施工体制台帳（参考資料３に書式を示す。）及び再下

請負通知書（参考資料４に書式を示す。）の下請企業の社会保険の加入状況欄の記載内容

により、企業単位の加入状況を確認する。 

イ）上の確認において全部又は一部の保険について未記載となっている場合は、一次下請企業

に対して、加入実態の再確認とそれを反映した適正な施工体制台帳及び再下請負通知書の

再提出を指導する。 

ウ）施工体制台帳の作成が義務付けられていない工事で上の確認ができない場合は、一次下請

企業から再下請負も含めた下請企業の社会保険の加入状況を報告させる等適宜の方法に

より、企業単位の加入状況を確認する。 

エ）これらの確認において一次下請企業が未加入と判明した場合は、未加入企業に対して、社

会保険への適正な加入を指導する。 

 二次以下の下請企業が未加入と判明した場合は、一次下請企業を介し未加入企業に対して、

社会保険への適正な加入を指導する。 

②労働者単位の確認 

ア）元請企業は、下請企業に対して、労働者について社会保険の加入状況欄が設けられた作業

員名簿（参考資料５に書式を示す。）の使用を徹底するよう指導する。 

イ）下請企業から申請または提出される作業員名簿の労働者の社会保険の加入状況欄の以下の

記載内容により、労働者単位の加入状況を確認する。 

【健康保険欄の記載内容】 
○保険の名称（健康保険組合、協会けんぽ、建設国保、国民健康保険）、または「適用除外」の
表示 
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○被保険者証の番号の下４けた（番号が４桁以下の場合は当該番号）の表示 
【年金保険欄の記載内容】 
○保険の名称（厚生年金、国民年金等）、または各年金の受給者である場合は、「受給者」の表
示 
○年金保険の場合は、基礎年金番号の記入は不要であり、事前に斜線等で記入不要表示を行う

 【雇用保険欄の記載内容】 
○被保険者の場合は被保険者番号の下４けたの表示、または「適用除外」、「日雇保険」の表    
示 

ウ）上の確認において以下の場合は、下請企業に対して、加入実態の再確認とそれを反映した

適正な作業員名簿の再提出を指導する。 

○全部又は一部の保険について未記載となっている労働者がいる 
○法人に所属する労働者で、健康保険欄に「国民健康保険」と記載され、又は年金保険欄に「国民
年金」と記載されている者がいる
○個人事業所で５人以上の労働者が記載された作業員名簿において、健康保険欄に「国民健康
保険」と記載され、又は年金保険欄に「国民年金」と記載されている労働者がいる

なお、社会保険の加入義務、適用関係の確認にあたっては、下の資料を参照されたい。 

●国土交通省作成資料（参考資料６） 

http://www.nikkenren.com/sougou/pdf/ikusei/06/insurance_obligation.pdf

エ）これらの確認において一次下請企業の労働者が未加入と判明した場合は、当該企業に対し

て、労働者の社会保険への適正な加入を指導する。 

 二次以下の下請企業の労働者が未加入と判明した場合は、一次下請企業を介し当該企業に

対して、労働者の社会保険への適正な加入を指導する。 

（５）工事現場等における周知啓発 

ア）元請企業は、本社、支店、営業所内、及び工事現場において、加入勧奨ポスターの掲示等

により、下請企業及び労働者に対して、社会保険への適正な加入の周知啓発を行う。 

これらの周知啓発には、下の資料を参照されたい。 

●加入勧奨ポスター（参考資料７） 

http://www.nikkenren.com/sougou/pdf/ikusei/06/mlit_panf_201306.pdf 

●国土交通省作成「社会保険に加入していますか？（下請企業向け）」（参考資料２）

http://www.nikkenren.com/sougou/pdf/ikusei/06/mlit_Leaflet_201305_03.pdf 

●国土交通省作成「社会保険に加入しましょう！（労働者向け）」（参考資料８） 

http://www.nikkenren.com/sougou/pdf/ikusei/06/mlit_Leaflet_201305_04.pdf 

イ）労働者に対する周知啓発方法として、新規入場者教育用紙に「当社は建設業の社会保険加

入を推進しています。未加入の方は加入の手続きを行って下さい！」等の周知事項を追記

することを推奨する。 
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（６）社会保険未加入企業の排除 

①社会保険未加入企業の排除に関する周知 

元請企業は、協力会社組織の全構成員に対して、また元下契約段階において一次下請企業に対

して以下のことを周知する。  

ア）平成２７年度以降、元下契約に際し、社会保険への適正な加入をしていない下請企業と契

約を締結しない。 

「平成２７年度以降」とは、平成２７年４月以降とすることを推奨する。 

イ）さらに、平成２８年度以降、再下請負契約に際し、社会保険への適正な加入をしていない

二次以下の下請企業と契約を締結しないこと。 

「平成２8年度以降」とは、平成２8年４月以降とすることを推奨する。 

②工事現場からの社会保険未加入企業の排除 

ア）元請企業は、平成２７年度以降、元下契約に際し、社会保険への適正な加入をしていない

下請企業と契約を締結しないことにより、工事現場から社会保険未加入の一次下請企業を

排除する。 

「平成２７年度以降」とは、平成２７年４月以降とすることを推奨する。 

下請企業の社会保険の加入実態は、保険料の領収済通知書等関係資料のコピーを提示させ

るなどにより確認する。 

イ）また、平成２８年度以降、一次下請企業に対して、再下請負契約に際し、社会保険への適

正な加入をしていない二次以下の下請企業と契約を締結しないことを、元下契約の契約条

件にする等の実効性がある措置により、工事現場から社会保険未加入のすべての下請企業

を排除する。 

「平成２8年度以降」とは、平成２8年４月以降とすることを推奨する。 

２．適正な法定福利費※5の確保 

（１）受注時における適正な法定福利費の確保 

元請企業は、２．（２）により内訳明示された適正な法定福利費を確保するため、発注者

に対して、当該工事に従事する下請企業の労働者が社会保険への適正な加入が出来る法定

福利費を適正に計上した金額による見積及び契約を締結する。 

（２）元下契約等における適正な法定福利費の確保 

①法定福利費の内訳明示の徹底 

ア）元請企業は、元下契約に際し、一次下請企業に対して、「一次下請負人は、標準見積書等

を活用し法定福利費を内訳明示した見積書を作成し元請負人に提出すること」を見積条件

化し、法定福利費の内訳明示を徹底させる。 
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イ）また、一次下請企業に対して、再下請負契約に際し、二次以下の下請企業に標準見積書等

を提出させることにより、法定福利費の内訳明示を徹底するよう指導する。 

ウ）一次下請企業が特段の理由により法定福利費を内訳明示することが困難と申し出た場合は、

適正な法定福利費を含んだ見積書を提出させる。 

この場合、元請企業の発注担当者はその特段の理由を確認する。 

②適正な法定福利費の確保 

ア）元請企業は、元下契約に際し、一次下請企業が２．（２）①により提出した見積書を受

領し、法定福利費を精査、協議したうえで、法定福利費を必要経費として適正に確保し

た元下契約を締結する。 

イ）また、一次下請企業に対して、再下請負契約に際し、二次以下の下請企業が２．（２）

①により提出した見積書を受領し、法定福利費を精査、協議したうえで、法定福利費を

必要経費として適正に確保した再下請負契約を締結するよう指導する。 

ウ）以下に元下契約における適正な法定福利費の確保の手順を示す。 

ステップ１   元請企業は、一次下請企業に対し、「一次下請負人は、標準見積書等を活用し法定
福利費を内訳明示した見積書を作成し元請負人に提出すること」を見積条件化し、見
積を要請する 

ステップ２   一次下請企業は、元請企業に当該見積書を提出し、元請企業はこれを受領する

ステップ３   元請企業は、提出者（一次下請企業）から当該見積書に示された法定福利費の算出
方法について明確な説明を受ける 

ステップ４   元請企業と一次下請企業は、法定福利費を精査、協議し、当該工事に従事する労働
者が社会保険への適正な加入に必要な法定福利費を必要経費として確保した元下
契約を締結する 

③法定福利費の精査における留意点 

ア）法定福利費の基本的な算出方法 

法定福利費の算出に当たっては、その基準となる労務費（下請企業が請負う当該工事で必要となる労
務費の総額）の算出が必要であり、労務費に社会保険料の事業主負担となる法定保険料率を乗じる
ことが基本である。 
≪基本的な算出式≫ 法定福利費 ＝ 労務費総額 × 法定保険料率

労務費総額の考え方 

労務費とは、当該工事に従事する労働者（主任技術者を含む）の当該工事にかかる給与支給額の
合計であり、管理部門および間接部門の社員の給与は含まない。（管理部門および間接部門の社員
に支給する給与は一般管理費となる）
給与支給額とは、事業主が労働者に支払う給与の総支給額（天引き前）である。（退職引当金や事
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業主負担となる法定福利費は、事業主にとっては給与関連負担項目ではあるが、これは労務費に含ま
ない） 

法定保険料率

法定保険料率は、健康保険、厚生年金保険、雇用保険の３保険の保険料率のうち、事業主負担分
の合計であり、参考となる保険料率を以下に示す。

1) 健康保険（健康保険料率＋介護保険料率）
健康保険料率注1：全国健康保険協会（協会けんぽ）の都道府県毎の料率÷２
介護保険料率：全国健康保険協会（協会けんぽ）の料率÷２ × 介護保険の対象者（40 歳以

上64歳以下）の割合（同協会の直近の事業年報注2より算出：介護保険被保険
者数/健康保険被保険者） 

2) 厚生年金保険（厚生年金保険料率＋児童手当拠出金率）
厚生年金保険料率：厚生年金保険法で定める料率（一般の被保険者）÷２
児童手当拠出金率：児童手当法に基づき政令で定める料率 0.15％ 

3) 雇用保険（雇用保険料率）
雇用保険料率注3：厚生労働省の告示による「建設の事業」の事業主負担の料率 1.05％ 
注 1 全国健康保険協会「都道府県毎の保険料額表」

https://www.kyoukaikenpo.or.jp/g3/cat330/sb3150
注 2 全国健康保険協会「事業年報」

https://www.kyoukaikenpo.or.jp/home/g7/cat740/sb7200/sbb7200 
注 3 厚生労働省「労働保険料の申告・納付」

http://www2.mhlw.go.jp/topics/seido/daijin/hoken/980916_3.htm 

【法定保険料率の算出例（平成26 年 12 月 東京都の場合）】 
①健康保険料率 9.97％÷2＝4.985％ 
②介護保険料率 1.72％÷2×0.5285＝0.455％（小数点第３位未満四捨五入） 
③厚生年金保険料率 17.474％÷2＝8.737％ 
④児童手当拠出金率 0.15％ 
⑤雇用保険料率 1.05％ 
合計 4.985％＋0.455％＋8.737％＋0.15％＋1.05％ ＝ 15.377％ 

イ）法定福利費の例外的な算出方法 

法定福利費の算出には労務費の算出が基本であるが、やむを得えない場合には、過去の実績等から工
事費に含まれる平均的な法定福利費の割合や、工事数量当たりの平均的な法定福利費を予め算出し
たうえで、個別工事ごとの法定福利費を簡便に算出することが考えられる。
ただし、これらの例外的な算出方法を採用する場合には、法定福利費の算出の基となる割合の出典根
拠を明確にするとともに、法定福利費に一定の幅を持たせた参考指標として示すことが求められる。工事
費に対して安易に労災保険料率を乗じるなど、実態を反映しない算出方法は、社会通念上認めることは
できない。 
≪例外的な算出式①≫ 法定福利費 ＝ 工事費  × 工事費当たりの平均的な法定福利費の割合
≪例外的な算出式②≫ 法定福利費 ＝ 工事数量 × 数量当たりの平均的な法定福利費
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ウ）社会保険の適用除外者、未加入者の取扱い 

法定福利費を内訳明示した見積書等の精査段階において、個人事業主、一人親方等を適用除外とし
て取り扱う場合においては、偽装請負など職業安定法や労働者派遣法等に違反していないことが明確に
分かることが必要であり、その場合に限って法定福利費の内訳明示の対象から外すものとする。
上記適用除外者でない社会保険未加入者については、社会保険への適正な加入の徹底を指導するこ
ととし、今後の社会保険加入の如何にかかわらず、加入に必要な法定福利費を内訳明示の対象として
含むものとする。 

エ）法定福利費と消費税の関係 

法定福利費は、消費税の課税対象である。法定福利費の金額を明示したとしても工事費の一部を構
成するものであるに過ぎず、非課税取引にはならない。 

３．雇用と請負の明確化（偽装請負の排除） 

ア）元請企業は、協力会社組織の全構成員に対して、また元下契約段階において一次下請企

業に対して、下の資料等を活用し偽装請負など職業安定法や労働者派遣法等に違反しな

いことを徹底するよう指導する。 

●日建連作成「施工体制における法令違反の是正」（参考資料９） 

http://www.nikkenren.com/sougou/pdf/ikusei/03/2013_0225.pdf

●国土交通省作成「みんなで進める一人親方の保険加入のすすめ」（参考資料 10） 

http://www.nikkenren.com/sougou/pdf/ikusei/03/insurance_panf_company.pdf

イ）協力会社組織を持たない場合は、工事現場で実施する労働災害防止協議会等の月次会議

の場で、下請企業に対して、上と同様の指導を行う。 

４．適用 

本要領は、平成２７年４月１日から適用し以下を廃止する。 

「日建連会員企業が実施する社会保険の加入に関する下請指導の指針」（平成２４年１０月１日）
「法定福利費を内訳明示した見積書の活用のマニュアル」（平成２５年７月23日） 

※1 社会保険とは雇用保険、健康保険及び厚生年金保険をいう。 
※2 下請企業とは、建設業を営む下請企業をいう。 
※3 労働者とは、建設企業を営む下請企業に雇用される労働者をいう。 
※4 協力会社とは、元請企業の協力会社組織に所属する建設企業をいう。 
※5 法定福利費とは、社会保険料に係る事業主負担分をいう。 

＜参考：国土交通省の社会保険未加入企業の取扱い＞ 

（１）社会保険加入の指導・通報（平成24年 11月～） 
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建設業許可部局による建設業許可・更新、経営事項審査、立入検査の際に、社会保険への加

入状況を確認し、未加入企業に対して加入指導を実施。 

この加入指導に従わない場合、建設業許可部局は未加入企業を保険担当部局に通報。 

（２）建設業法に基づく監督処分基準の強化（平成24年 10月～） 

保険担当部局による再三の加入指導等に従わず、引き続き社会保険に未加入の場合は「指示

処分」。「指示処分」に従わない場合は、３日以上の「営業停止処分」。 

（３）経営事項審査における減点幅の拡大（平成24年 7月～） 

雇用保険、健康保険及び厚生年金保険の未加入企業の減点幅を拡大。 

W点減点幅 H24.6 まで H24.7 以降 

雇用保険 ▲30点 ▲40点 

健康保険 
▲30点 

▲40点 

厚生年金保険 ▲40点 

（４）直轄工事における社会保険未加入企業の排除（平成26年 8月～） 

[対象工事：下請代金３千万円以上（建築一式の場合、４．５千万円以上）] 

①入札参加時に社会保険の加入状況を確認し、未加入企業を排除。 

②元請企業に対して、社会保険未加入の一次下請企業との契約を原則禁止。 

③一次下請企業が社会保険に未加入の場合、元請企業の請負代金の減額等の措置。 

④施工体制台帳等ですべての下請企業の保険加入状況を確認し、未加入企業を建設業担当部局

に通報。（建設業担当部局が引続き加入指導） 

⑤平成27年度以降、競争参加有資格者名簿に登録する企業を社会保険の加入企業に限定。 

以上 



社会保険加入促進要綱 
 

平成 27 年 1 月 19 日 
一般社団法人 日本建設業連合会 

 

我が国の建設市場は、東日本大震災復興工事の本格化や国土強靭化に向けた事業の拡大、ア

ベノミクス効果による民間需要の増加などにより、平成 22 年度を底に回復基調にある。建設

市場が過去の縮小局面から好転した今こそ、健全な建設産業へと再生する貴重なチャンスとし

て、この機会に建設業界を挙げて建設技能労働者の処遇改善を促進し、将来の担い手の確保・

育成につなげていかなければならない。 

国土交通省では、公共工事設計労務単価を二度にわたって引き上げ、また社会保険※1 未加

入対策を進め、平成29年度を目途に企業単位では加入義務のある許可業者の加入率100％、

労働者単位では製造業相当の加入※2という目標を掲げている。さらにはいわゆる担い手三法※

3 の改正に基づく「公共工事の品質確保の促進に関する施策を総合的に推進するための基本的

な方針」等を制定するなど、建設業における担い手確保・育成のため建設技能労働者の処遇改

善に向けて積極的に取組んでいる。 

日建連においては、建設技能労働者の処遇改善には社会保険未加入対策が不可欠であるとの

認識の下、平成 24 年 4 月に他団体に先駆けて「社会保険加入促進計画」を策定し、社会保

険加入促進に積極的に取組んできたところである。 

国土交通省が目標年度とする平成２９年度までの 5 年のうち、既に半分が経過した現在、

社会保険の公共事業における加入率※4 は企業単位で 90％、労働者単位では 62％と加入状況

に改善はみられるものの、民間事業についてはこれよりも相当低い状況にあると想定され、さ

らには地域、職種による格差が大きいなど、依然として芳しい状況にはなっていない。また、

政府の経済財政諮問会議において民間議員から、建設技能労働者の社会保険の加入率は極めて

低く、こうした労働環境の是正を早急に進めるべきであるとの指摘がなされたところである。 

こうした状況から、日建連は担い手確保・育成対策の一環として、下記の通り新たに「社会

保険加入促進要綱」を策定し、平成 29 年度以降に工事現場における全ての労働者が社会保険

に適正に加入していることを目標として、これまでの取組みをさらに加速させることとした。 

もとより、社会保険への加入を促進するためには、行政、元請企業、下請企業等の関係者が

一体となってそれぞれの役割を果たすことが肝要であり、日建連会員企業は、建設業界のリー

ディングカンパニーとして、足並みをそろえ本要綱に基づき積極的に取組むものとする。 

 

※1 社会保険とは雇用保険、健康保険及び厚生年金保険をいう。 

※2 雇用保険で 92.6％、厚生年金保険で 87.1％。（「建設産業の再生と発展のための方策 2011」

の資料より） 

※3 担い手三法とは品確法（公共工事の品質確保の促進に関する法律）、入契法（公共工事の入札及

び契約の適正化の促進に関する法律）、建設業法をいう。 

※4 加入率は国土交通省「公共事業労務費調査（平成 25 年 10 月調査）における保険加入状況調

査の結果」による。 

（参考）



記 

 

 

第１ 適正な受注活動の徹底 

日建連会員企業（以下「元請企業」という。）は、従来のデフレ経済の下での低価格受注の多発

が労働者の劣悪な処遇を招いたことを真摯に受け止め、発注者との契約において、適正価格での

受注、適正工期の確保、適正な契約条件の確保を徹底する。 

 

第２ 受注時における適正な法定福利費※の確保 

元請企業は、第４により内訳明示された適正な法定福利費を確保し、企業及び労働者の社会保険

加入を促進することの重要性を踏まえ、発注者に対して、法定福利費を適正に計上した金額によ

る見積及び契約締結を徹底する。 

 

第３ 社会保険加入の徹底 

（1）一次下請企業について 

元請企業は、一次下請企業に対して、元下契約時等において企業単位及び労働者単位で社会保険

への適正な加入を徹底するよう指導するとともに、契約後に加入状況を確認し、未加入の場合は

適正な加入を徹底するよう指導する。 

（2）二次以下の下請企業について 

元請企業は、二次以下の全ての下請企業に対して、一次下請企業等を介し再下請負契約時等にお

いて企業単位及び労働者単位での社会保険への適正な加入を徹底するよう指導するとともに、元

下契約後に二次以下の下請企業及び労働者の加入状況を確認し、未加入の場合は、一次下請企業

等を介し適正な加入を徹底するよう指導する。 

 

第４ 元下契約等における適正な法定福利費の確保 

（1）法定福利費の内訳明示について 

 ①一次下請企業について 

元請企業は、元下契約に際し、一次下請企業に対して標準見積書等を提出させることにより、法

定福利費の内訳明示を徹底させる。 

②二次以下の下請企業について 

元請企業は、一次下請企業に対して、再下請負契約に際し、二次以下の下請企業に標準見積書等

を提出させることにより、法定福利費の内訳明示を徹底するよう指導する。 

 

（2）適正な法定福利費の確保について 

 ①一次下請企業について 

元請企業は、提出された標準見積書など法定福利費を内訳明示した見積書を受領し、これを尊重

したうえで、法定福利費を必要経費として適正に確保した元下契約を締結する。 

②二次以下の下請企業について 

元請企業は、一次下請企業に対して、再下請負契約に際し、二次以下の下請企業から提出された

標準見積書など法定福利費を内訳明示した見積書を受領し、これを尊重したうえで、法定福利費

を必要経費として適正に確保した再下請負契約を締結するよう指導する。 



 

第５ 雇用と請負の明確化（偽装請負の排除） 

（1）重層下請構造の改善について 

元請企業は、行き過ぎた重層下請構造が労働者の劣悪な処遇を招いていることを十分に認識し、

一次下請企業に対して、平成 30 年度までに再下請負契約について原則二次下請まで（設備工事

は三次下請まで）とするよう指導する。 

 

（2）偽装請負の排除について 

 ①一次下請企業について 

元請企業は、偽装請負等により労働者が本来加入できる社会保険に加入できていないことが少な

くないことに鑑み、元下契約に際し、一次下請企業に対して偽装請負など職業安定法や労働者派

遣法等に違反しないことを徹底するよう指導する。 

②二次以下の下請企業について 

元請企業は、同様に、一次下請企業に対して、再下請負契約に際し、二次以下の下請企業が偽装

請負など職業安定法や労働者派遣法等に違反しないことを徹底するよう指導する。 

 

第６ 社会保険未加入企業の排除 

（1）一次下請企業について 

元請企業は、平成 27 年度以降、元下契約に際し、社会保険への適正な加入をしていない下請企

業と契約を締結しないことを徹底する。 

 

（2）二次以下の下請企業について 

元請企業は、平成 28 年度以降、一次下請企業に対して、再下請負契約に際し、社会保険への適

正な加入をしていない二次以下の下請企業と契約を締結しないことを徹底するよう指導する。 

 

第７ 行政に対する要請 

日建連は国の行政機関に対して以下の事項を要請する。 

① 受給資格の緩和など労働者が加入しやすい社会保険制度を整備すること 

② 建設業許可・更新時に社会保険加入指導を徹底すること 

③ 専門工事業者に対する社会保険加入指導をさらに徹底すること 

④ 専門工事業者に対して標準見積書など法定福利費を内訳明示した見積書の理解と浸透を図る

とともに、法定福利費の算出方法について簡便な方式を作成し指導すること 

⑤ 企業及び労働者の社会保険への加入実態の確認が容易となる就労管理システム（仮称）を早急

に構築すること 

 

第８ 適用 

本要綱は、平成 27 年 4 月 1 日から適用する。 

 

※ 法定福利費とは社会保険料に係る事業主負担分をいう。 

 



 

平成２７年１２月１８日 

一般社団法人 全国建設業協会 

社会保険加入促進計画の推進状況について 

 

「将来の地域産業の担い手確保・育成のための行動指針」に基づく、社会保険

の加入促進に係る平成 27 年２月以降の取組みは以下の通り。 

 

（１）社会保険加入促進計画推進実務者会議の設置・開催 

平成 27 年３月に社会保険加入促進推進実務者会議を設置し、第１回会

議において、社会保険加入促進計画推進マニュアル及び加入促進Ｑ＆Ａ

作成に係る意見交換を開催した。 

 

（２）適切な賃金水準の確保等の取組み状況のアンケート調査 

    平成 27 年８月に各都道府県協会会員企業のそれぞれ 30 社を無作為に

選定して昨年度に引き続き「将来の地域建設産業の担い手確保・育成の

ための行動指針」策定後の取組状況把握のためアンケート（現場労働者

レベルを含む）調査を実施（別紙）。 

 

（３）平成 27 年 10 月のブロック・地域懇談会で意見交換 

 

（４）平成 27 年 11 月第２回社会保険加入促進計画推進実務者会議の開催 

社会保険加入促進取組み指針及び「建設業の実務担当者なら誰でも分か 

る社会保険加入促進Ｑ＆Ａ」の公表。また、Ｑ＆Ａを 7,500 部 47 都道府

県協会に配布し、社会保険加入促進に向けた取組指針と併せて活用するこ

ととしている。 

 

（５）その他 

① 取組み相談窓口の設置 

全建労働部に取組み強化キャンペーンに係る相談窓口を平成 25 年

７月 26 日に設置 

② 取組み強化キャンペーンのホームページの開設 

資　料　５

ajiki-a23e
四角形



「賃金水準の確保及び社会保険加入状況等調査」結果概要 

 

全建では「将来の地域建設産業の担い手確保･育成のための行動指針」を作成し、取組

を進めているが、どの様な課題があるか、最新の状況を把握するため、47 都道府県協会

を通じて、傘下会員企業各 30 社を対象に、賃金の引上げ、社会保険の加入、週休２日制

の普及及び重層下請の各状況について実態調査を実施。 

 

１ 賃金水準は２年連続引上げ 

  前年に引き続き、会員企業の９割以上は従業員の賃金引上げの動き。 

  下請契約時の労務単価も引上げの動きが拡大 

下請企業と契約する際の労務単価についても約９割（前年は約８割）が引上げの動き。 

 

２ 社会保険の労働者単位で 3保険とも着実に進展 

３保険とも一次下請企業のほぼ全社で加入。現場労働者ベースで見ても健康保険で９割以上

（前年は約８割）、年金保険、雇用保険で約８割が加入。 

① 会員企業の約８割で「直接加入指導を行っている」と「一次下請を通じて、加入指導を

行っている」と回答しており、加入指導を行っていないと回答した企業は１割未満。 

②３保険別の加入状況 

【健康保険】 

一次下請企業は 94.1％（前年 93.4％）が加入、現場労働者の加入は 91.1％（同 83.4％）。 

【年金保険】 

一次下請企業は 93.5％（前年 92.5％）が加入、現場労働者の加入は 84.2％（同 81.0％）。 

【雇用保険】 

一次下請企業は 94.0％（同 92.9％）が加入、現場労働者の加入は 79.8％（同 75.8％）。 

注１ 「現場労働者」は代表的な現場を施工体制台帳で把握したもの。 

注２ 「現場労働者」の雇用保険の「未加入」には、個人経営者、会社の役員等、対象とならない者が 

含まれている。 

 

３ 見積り条件依頼を求めている企業は６割以上 

法定福利費の内訳明示を求めている会員企業は６割以上。 

標準見積書等の提出は過半 

会員企業の過半で「大多数の下請から十分な見積書が提出されている」と回答。 

 

４ 週休２日制の定着の条件は適正な工期、労務単価、諸経費のアップ 

① 週休２日制の普及状況については、約半数で変形労働時間制を導入。 

② 週休２日制を定着させるための条件としては、「適正な工期」、「労務単価･諸経費のアッ

プ」を挙げるものが最も多い。 

③有給休暇の取得状況については、約６割が７日以下。 

 

５ 重層下請については、 

①下請次数が「おおむね２次まで」の会員企業が全体の約９割。 

②重層下請の解消のための条件としては、「適切な下請業者への発注」、「受注量の平準化」、

「人員確保」など。 

yoshida
タイプライターテキスト

yoshida
タイプライターテキスト
別紙



5.1% 1.6% 

23.5% 

5.0% 

15.2% 

47.0% 

2.5% 

週休2日制の普及状況 

１．４週８休 

２．４週７休 

３．４週６休 

４．４週５休 

５．４週４休 

６．変形労働時間制 

７．その他 

下請次数はおおむね２次までが約９割 

引上げ済み及び予定は９割以上 
               （前年は約９割） 

引上げ済み及び予定は約９割 
               （前年は約８割）  

賃金水準の確保及び社会保険加入状況等調査結果① 

[調査規模等] ①45都道府県建設業協会から回答 
②下請企業を含めた現場労働者数約52,000人（3保険平均） 
③調査依頼企業数1,410社、回答企業数1,208社（回答率）85.7％ 
[調査時期] 平成27年8月3日現在の状況 
[回答企業の事業内容] 土木447社、建築91社、土木建築656社、その他14社 

賃金水準の確保について 

休日･休暇の状況について 

多くの企業で変形労働時間制を採用 
適正な工期や労務単価等のアップが週休２日制の条件 

重層下請けの状況について 

（複数回答可） 

（複数回答可） 

適切な下請業者への発注や 
受注の平準化が必要 

※原則的な労働時間制の一定の期間内 
 での時間配分の例外を認める制度 

※ 

74.4% 

10.4% 

6.5% 8.5% 

0.2% 

従業員の最近１年間の賃金の状況 

１．基本給を引き上げた 
２．一時金のみを引き上げた 
３．引き上げを予定している 
４．引き上げる予定はない 
５．引き下げた 

（10.8%） 

（6.1%） 

※（ ）内は前年調査 

72.3% 

14.1% 

13.5% 

0.1% 

下請と契約する際の最近1年間の

労務単価の状況 

１．引き上げた 

２．引き上げを予定している 

３．引き上げる予定はない 

４．引き下げた 

（59.1%） 

3.7% 

38.9% 

48.4% 

8.9% 

0.1% 

下請の次数の状況 

１．下請はない 

２．おおむね１次下請まで 

３．おおむね２次下請まで 

４．おおむね３次下請まで 

５．おおむね４次下請以上 

26.5% 

19.6% 

18.2% 

6.0% 

17.4% 

11.1% 

1.2% 

行き過ぎた重層下請を解消するための条件 

１．適切な下請業者への発注 

２．受注の平準化 

３．人員確保 

４．国･自治体等の援助･指導 

５．労務単価･諸経費のアップ 

６．一次下請の指導 

７．その他 

23.2% 

17.7% 

14.5% 
6.3% 

4.7% 

10.6% 

4.3% 

8.0% 

10.1% 

0.5% 

週休2日制を普及させるために必要な条件 

１．適正な工期 

２．労務単価･諸経費のアップ 

３．受注量の平準化 

４．代替要員の確保等 

５．日給月給制の見直し 

６．適正な予算･積算 

７．法改正・規則改正 

８．休日を考慮した発注者の資料要求 

９．発注者の週休２日制の徹底 

10．その他 

（69.5%） 

（19.8%） 

34.2% 

28.8% 

16.0% 

8.8% 

12.1% 

有給休暇の取得状況 

１．～４日 

２．５日～７日 

３．８日～９日 

４．10日～11日 

５．12日～ 



６割以上で求めている 過半で十分な見積書が提出 

一次下請企業の社会保険加入状況について 

現場作業員の社会保険加入状況について 

二次下請に対する社会保険の加入指導状況について 

加入指導を行っていない企業は１割未満 

３保険ともほぼ加入済み 

健康保険は約９割が加入（前年は約８割） 

年金保険、雇用保険は約８割が加入 

見積条件依頼等の状況について 

賃金水準の確保及び社会保険加入状況等調査結果② 

33.7% 

27.9% 

38.4% 

見積り条件依頼に法定福利費の 

内訳明示を求めていますか 

１．見積り条件依頼で求めている 

２．一部見積り条件依頼で求めている 

３．見積り条件依頼で求めていない 

51.5% 

17.3% 

31.1% 

標準見積書等の提出状況 

１．大多数の下請から十分な見積書が提出されている 

２．大多数の下請から十分な見積書が提出されていない 

３．どちらともいえない 

13.2% 

63.8% 

8.8% 

14.2% 

二次下請に対する社会保険の加入指導状況 

１．直接加入指導を行っている 

２．一次下請を通じて、加入指導を行っている 

３．加入指導を行っていない 

４．二次下請はない 

94.1% 

2.1% 3.7% 

健康保険加入状況 

93.5% 

2.2% 4.4% 

厚生年金保険加入状況 

94.0% 

2.1% 3.8% 

雇用保険加入状況 

加入 適用除外 未加入 

91.1% 

8.9% 

健康保険加入状況 

※（ ）内は前年調査 

84.2% 

15.8% 

年金保険加入状況 

79.8% 

20.2% 

雇用保険加入状況 

加入 未加入 

（93.4%） （92.5%） （92.9%） 

（82.8%） （81.0%） （75.8%） 

※（ ）内は前年調査 



 資 料 ６  
標準見積書の活用及び社会保険等加入に関するアンケート調査結果（道塗連) 

 
道塗連全体 31 組合 522 社中、回答は 358 社（回答率 68.5％） 

H27.6.22 道塗連事務局 
１ 法定福利費を内訳明示した見積書の活用について 

【設問 1】注文者に対して標準見積書を提出していますか。 

①全ての工事で提出している。【５９社】  ②一部の工事で提出している。【１０９社】      

③提出していない。【１９０社】          

 

【設問 2】注文者から標準見積書を提出するよう言われていますか。 

①言われている。【２５社】  ②一部の注文者から言われている。【１０６社】      

③言われていない。【２２０社】          

 

【設問 3】設問１で提出していると答えた方（複数回答） 

   ① 見積額が全額支払われる契約となった。【４４社】    

   ② 見積総額は減額されたが、法定福利費は全額支払われる契約となった。【４８社】  

   ③ 法定福利費の一部が減額して支払われる契約となった。【３７社】  

④ 法定福利費が支払われない契約となった。 【１６社】  

⑤ 受取ってもらえなかった又は受取ってもらったが無視された。【１５社】   

   ⑥ その他 【２８社】  

⑥ その他記載内容 

●法定福利費としては見積りしていないが、今後請求できると思う。 

 ●法定福利費は別途ではなく請負金額の中に含まれ、請負金額が決定されている。(明示はなし) 

 ●注文者から標準見積書について言われたことがない。 

 ●法定福利費を分けて見積りをしておりません、法定福利費を含んだ内容で見積っています。 

●旧来の取引先は一括見積もりなので、理解してもらうのに時間がかかりそう。 

●見積り総額しか見ていない。 ●一部は認められた  ●下請けをしたことがない。 

●もらえる時とそうでない時がある、理解を示す傾向あり。●変化なし。 

 

 

全ての工事で提

出している

17%

一部の工事で提

出している

31%

提出していない

52%

言われている

7%
一部から言われ

ている

31%

言われていない

62%



 

【設問 4】設問１で提出していないと答えた方（複数回答） 

   ① 受注競争上不利になると考えたため。【２５社】      

   ② 提出できる雰囲気ではなかったため。【４１社】     

  ③ 注文者が提出を求めてこなかったため。【１３４社】   

   ④ 提出しても意味がないと考えたため。【５９社】     

   ⑤ その他【１２社】   

⑤ その他記載内容 

●注文者より予算書が提示され、決定するのがほとんどです。 

 ●標準見積書の形としては提出していないが、法定福利費を別枠計上して提出するよう試みている。 

 ●民間工事のみを主体にしている当社では、殆ど話が出来ていない。職人は当社雇用ではなく、す 

べて外注のため。 

 ●まだ、社内的に法定福利費を含めた見積書が標準化していない。 

 ● 言われてないため、提出していない。 ● 発注者がほぼ個人の一般ユーザーのため。 

 

 

２ 社会保険への加入状況について 
【設問 5】事業所の形態について 

  ① 常時使用される者が５人未満の個人事業所である。（適用事業所ではない）【１０３社】   

   ② 法人もしくは常時使用されている者が５人以上の個人事業主である（適用事業所）【２５２社】 

 

全額が支払われ

た

23%

見積総額は減額

され福利費は全

額支払われた

26%

法定福利費の一

部が減額して支

払われた

20%

法定福利費が支

払われなかった

8%

受取ってもらえ

なかった又は無

視された

8%

その他

15%

受注競争上不利

と考えたため

9%
提出できる雰囲

気ではなかった

15%

提出を求めてこ

なかったため

50%

提出しても意味

がないと考えた

ため

22%

その他

4%

適用事業所でない

29%

適用事業所である

71%



 

【設問 6】適用事業所でないに○をした方に、健康保険についてお聞きします。 

  ① 加入している（市町村国保、建設国保）。【１０３社】  ② 未加入 【０社】                 

 

【設問 7】適用事業所に○をした方に、健康保険についてお聞きします。 

    ① 加入している（協会けんぽ）【１８２社】  ② 未加入（市町村国保、その他）【１３社】            

  ③ 適用除外（建設国保、左官タイル他 【５７社】  

  

【設問 8】設問５において適用事業所でないに○をした方に、厚生年金保険について、お聞きします。 

   ① 加入している（国民年金）【６７社】   ② 未加入【３７社】 

 

【設問 9】設問５において適用事業所に○をした方に、厚生年金保険について、お聞きします。 

   ① 加入している（厚生年金、受給者）【２２７社】 ② 未加入（国民年金。その他）【１９社】       

③ 適用除外（65 才以上、学生等）【１６社】        

 

【設問 10】雇用保険についてお聞きします。 

  ① 加入している【３１２社】   ② 未加入【３５社】                      

③ 適用除外（65 才以上、学生等）【６社】          

 

加入している

72%

未加入

5%

適用除外

23%

加入している

64%

未加入

36%

加入している

87%

未加入

7%
適用除外

6%

加入している

88%

未加入

10%
適用除外

2%



法定福利費の計算方法 

１ 日本塗装工業会方式 
２ 北海道塗装組合連合会方式（簡便な例外的方法）を採用 
＊但し、これは法定福利費についての計算方法であり、労務管理費については各社の判 

断とします。[労務管理費：法定外労災保険、健康診断等、作業服、教育訓練、安全管理備品等] 
法定福利費 ＝ 労務費総額 × 法定保険料率 

＊法定福利費算出の基準は労務費であり、労務費に社会保険料の事業主負担率を乗じる。 
（１） 労務費の算出 

自社の完了した工事の（３０～４０件程度）の平均受注額から労務費を算出する。 

[平均受注額の工事算出件数は各社の判断] ・・・・・・（例）別紙工事費集計表 
（例）材料費  労務費 共通仮設費 現場経費 一般管理費 
   17.30%  49.60%    5.00%     8.80%     19.3% 

（２） 法定福利費率の算出（H27 年 9 月保険料率）別表 
① 健康保険          10.14％  ÷２＝5.07％ 
② 厚生年金          17.828% ÷２＝8.914％ 
③ 雇用保険                          1.05%     
④ 介護保険(40 歳以上 65 歳未満)  1.58%  ÷２＝0.79％ 
⑤ 児童手当拠出金               0.15% 

合 計                   15.974% 
 

（１） から労務費 49.60%、（２）から法定福利費 15.974% 
よって、工事費の労務費率による法定福利費率は 

      15.974% × 49.60% ＝ 7.923% 
（３） 法定福利費の算出 

見積工事費（5,600,000 円）× 7,923% ＝ 443,688 円 ≒ 443,000 円 
見積書例 

科 目 仕   様 数 量 単位 単価（円） 合  計 
天井ボード 環境対応型エマルション 1,000 ㎡ 1,000 1,000,000 
壁ボード 環境対応型エマルション 2,000 ㎡ 1,000 2,000,000 
同上下地処理 目地テープ 3.000 ㎡ 700 2,100,000 
諸 経 費  1 式  500,000 

計     5,600,000 
法定福利費 別紙明細 1 式  443,000 
労務管理費 別紙明細 1 式  ――― 
合   計     6,043,000 
消 費 税  8 ％  483,440 
総 合 計     6,526,440 



　　　工　　　事　　　名 　　受注金額 　　材　料　費 　　労　務　費 　　共通仮設費 　　現場経費 　一般管理費

1 ○○ビル大規模改修 6,000,000 1,200,000 3,540,000 300,000 420,000 540,000 59

2 △邸外部改修工事 1,200,000 150,000 480,000 60,000 120,000 390,000 40

3 ○○倉庫屋根塗装工事 3,000,000 450,000 1,200,000 150,000 300,000 900,000 40

4 □ビル１階天井塗装 800,000 80,000 376,000 40,000 80,000 224,000 47

5 △ﾏﾝｼｮﾝ鉄骨階段塗装 2,500,000 370,000 1,525,000 130,000 200,000 275,000 61

6 ▲邸浴室塗装工事 200,000 60,000 84,000 10,000 20,000 26,000 42

7 ○邸玄関扉塗装 50,000 7,000 24,000 5,000 5,000 9,000 48

8 ◎◎倉庫床塗装 1,800,000 450,000 684,000 108,000 180,000 378,000 38

9 ★★事務所内部改修 1,500,000 230,000 675,000 75,000 150,000 370,000 45

10 ○○邸屋根・壁塗装工事 900,000 117,000 315,000 36,000 99,000 333,000 35

11

12

13

14

15

16

17

合　　　　　計 17,950,000 3,114,000 8,903,000 914,000 1,574,000 3,445,000

比　　　　　率 100% 17.30% 49.60% 5.0% 8.80% 19.30%

工 事 費 集 計 表

労務費/受注金額（％）



 

 

 

法定福利費の確保を含めた社会保険等未加入対策 

に係る更なる取組の強化について（案） 

  

第５回社会保険未加入対策推進北海道地方協議会の開催に当たり、これまで

の全国協議会における申し合わせ並びに北海道地方協議会における申し合わせ

を踏まえつつ、法定福利費の確保を含めた社会保険等未加入対策に係る更なる

取組の強化に向けて、以下のとおり申し合わせます。 

 

・ 私たち行政、元請企業、下請企業、建設労働者等の関係者は、社会保険未

加入問題は建設産業の健全な発展のために避けては通れない重要な課題とな

っている現状に鑑み、平成２４年８月に関係者が一同に会した本協議会を設

立し、それぞれの立場で社会保険加入に向けた様々な取組を進めてきました。 

 

・ その結果、企業別、労働者別でそれぞれ社会保険加入割合が上昇するとと

もに、法定福利費を内訳明示した見積書の活用も浸透しつつあるなど、一定

の成果は現れています。しかし、全国では都市部や２次下請以下の企業につ

いては未だ低い加入率に留まっており、目標年次まで１年余りに迫っている

中、社会保険未加入対策への取組は「道半ば」であるという認識を、私たち

は共有します。 

 

・ その上で私たち関係者は、あらためて、一体となって、社会保険未加入は

許さないとの固い決意をもって社会保険加入を徹底することを申し合わせ、

技能労働者の確保と事業者間の公平で健全な競争環境の構築を目指します。 

 

 

 

 

平成２８年２月１８日 

社会保険未加入対策推進北海道地方協議会 

資 料 ７ 


